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１．揺れに関するアンケート調査 

   気象庁が発表する震度は、地震による揺れの強さを総合的に表す指標として多くの防災機関で防

災対応の基準として利用されている。 

   この震度と地震により実際に発生する現象や被害の関係の目安を示した「気象庁震度階級関連解

説表」（以下、解説表）は建築物の耐震技術の向上等により実情に合わなくなる場合があるため、震

度と地震による被害の状況の関係を常に把握し、解説表を定期的に点検する必要がある。震度と被

害の関係を把握するためには震度観測点周辺で地震の揺れに関するアンケート調査を行うことが有

効である。 

   平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震では、最大震度７を観測した他、震度５強以上を 461

点で観測した。また、この地震の直後には長野県・新潟県県境付近および静岡県東部でもそれぞれ

最大震度６強を観測する地震が発生した。 

   今回、これらの地震を対象として、平成 24 年 1 月から 3 月にかけて「揺れに関するアンケート調

査」を実施した。調査結果は震度と被害の関係についての基礎資料とするほか、解説表の点検・改

定のための資料とする。 

 

 ２．調査地点 

   今回の調査は、それぞれの地震で震度５強以上を観測した地点で実施した。震度５強以上を観測

した地点数は、東北地方太平洋沖地震が 461 地点、長野県・新潟県県境付近の地震が８地点、静岡

県東部の地震が５地点である。この中からアンケート調査に適している観測地点周囲の人口密度が

比較的高い 191 地点（図１）を選定し、調査を実施した。 

図１．アンケート調査地点 
（調査地点を観測された震度で示した） 

東北地方太平洋沖地震 

（181 地点）

静岡県東部の地震 

４地点 

長野県・新潟県県境付近の地震 

（６地点） 
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 ３．調査票の配布と回収 

   調査票の配布数は１地点につき 100 部とし、ポスティングにより実施した。配布は調査対象とな

る震度観測点から原則半径 200m 以内でおこなった。ただし、200m 以内で 100 部配布できなかっ

た場合には最大 400m まで範囲を広げた。調査票の全配布数は 19,046 部である。 

   なお、アンケート調査票は、太田・他（1979）※１の調査票に、解説表の見直しに資する気象庁独

自の設問を追加したものを配布した（参考資料１参照）。 

 
               ※１ 太田 裕・後藤 典俊・大橋 ひとみ（1979） アンケートによる地震時の震度の推定.  

北海道大学工学部研究報告, 92, 117-128. 

 

 ４．回収結果 

   調査票は 9,818 通を回収した。回収率は約 52%であった。回収結果を表１に示す。 

 

 

対象地震 配布数※2 回収数 回収率(%) 有効回答数 
配布数に対

する有効回

答率(%) 

回収数に対

する有効回

答率(%) 

東北地方 

太平洋沖地震 
18,046 9,266 51.3 4,097 22.7 44.2 

長野県・新潟

県県境付近の

地震 

600 341 56.8 211 35.2 61.9 

静岡県東部の

地震 
400 211 52.8 61 15.3 28.9 

計 19,046 9,818 51.5 4,369 22.9 44.5 

※２ 東北地方太平洋沖地震では 100 部配布できなかった地点がある 

 

 ５．解説表に関連する設問の検証 

   調査票の設問のうち、解説表に関連する設問の回答状況が解説表の表現と合致しているかどうか

について検証をおこなった。検証のため、回収された調査票の回答結果を観測された震度ごとに分

類して集計し、各設問の選択肢の選択率をグラフで示した（図２、３）。また、解説表を検証した結

果を表 2 に示した。解説表の表現は概ね妥当であると判断できる。 

   なお、今回の調査は震度５強以上の地点で実施したことから、解説表の震度５強以上の記載につ

いて検証を行ったが、震度７については検証対象としなかった（震度７を観測したのは１地点のみ

であり、データが不足しているため）。 

 

表１．アンケート調査票回収結果 
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表２．解説表に関連する設問の検証結果 
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・グラフ中の数字は検証に使用する選択肢の合計選択率を示す。

・グラフ横軸の震度下の括弧内数字は回答数を示す。 

図２．解説表に関連する設問の回答状況 

（選択肢５～７の選択率で検証） 

食器類、窓ガラス・戸・障子などの動きはみとめられ

ましたか。 

：気がつかなかった       ：かすかに音をたてた 

：ガタガタと音をたて動いた   ：激しく音をたてて動いた 

：非常に激しく動き、食器・皿・ガラスなど割れたり、 

戸・障子がはずれたものもあった 

：食器類、ガラスなどの破損が目立った 

：ほとんどこわれた 

1 2 

3 4 

5 

6 

7 

25.4 

51.2 

66.5 

（ ） 
（2140） （1283） （648） （36） 

具体的に、窓ガラスへの被害（ひび割れ、破損など）

はありましたか。 

：被害はなかった       ：ひびが入った程度 

：破損したものがあった    ：いくつか破損した 

：多くが破損した       ：わからない 

1 2 

3 4 

5 6 

（選択肢３～５の選択率で検証） 

13.5

26.1 

38.7 

（ ）
（2207） （1326） （684） （36） 

具体的に、地震の後で開閉が困難になった戸や窓はあ

りましたか。 

：なかった       ：あった 

：わからない 

1 2 

3 

（選択肢２の選択率で検証） 

18.2 

41.3 

57.0 

（ ） 
（2233） （1346） （689） （41） 

具体的に、棚から落ちた本などはありましたか。 

（選択肢４、５の選択率で検証） 

：なかった          ：落ちたものがあった

：いくつかのものが落ちた   ：多くのものが落ちた

：棚ごと倒れた        ：わからない 

1 2 

3 4 

5 6 

（ ）

28.8

61.5 

78.8 

（2174） （1315） （673） （41） 

（震度７は参考値） （震度７は参考値）

（震度７は参考値） （震度７は参考値）
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図３．解説表に関連する設問の回答状況 

・グラフ中の数字は検証に使用する選択肢の合

計選択率を示す。 

・グラフ横軸の震度下の括弧内数字は各震度で

の回答数を示す。 

 

タンス・戸棚・本箱など、重い家具の動きは認められ

ましたか。 

：動かなかった       ：わずかにゆれ動いた

：かなりゆれた       ：多少ズリ動いた 

：大きくズレたり、倒れたものがあった 

：ほとんど全部が倒れた 

1 2 

3 4 

5 

6 

（選択肢５、６の選択率で検証した）

18.4 

45.7 

70.9 

（ ） 
（2178） （1319） （673） （39） 

家に屋根瓦がある方に伺います。屋根瓦への被害（ず

れ、落下など）はありましたか。 

：被害はなかった 

：多少ずれた程度で落下したものはなかった 

：落下したものがあった     ：いくつか落下した 

：多くが落下した        ：家自体が傾いた 

：わからない 

1 

2 

3 4 

5 6 

7 

（選択肢３～５の選択率で検証した）

（ ）

15.3

32.7 

43.5 

（807） （485） （223） （12） 

：行動に少しも支障を感じなかった     ：やや支障を感じた 

：動き続けるのは困難であった       ：立っておれない程であった 

：はいつくばってしまった         ：体をすくわれて倒れた 

1 2 

3 4 

5 6 

地震のとき動いていた方に伺います。 

（選択肢２、３が５強、選択肢４が６弱、

選択肢５、６が６強に概ね該当する）

（ ）

55.6 

39.0 

32.2 

33.8 

47.0 

47.4 

6.3 
12.2 

19.6 

（985） （649） （348） （31） 

（震度７は参考値） （震度７は参考値）

（震度７は参考値）
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 ６．アンケート震度 

   太田・他（1979）※１では、回収された調査票の回答状況から気象庁震度に準拠する形で震度が決

定される。調査票１枚につき１つの震度が算出され、近接地点のものを集計し平均をとることで当

該地点の代表震度とされる。 

   このようにして算出された震度は過去の調査から求められた経験式により気象庁震度に対応する

震度に変換される。なお、得られた震度が 4.5 以上の場合には高震度領域に対応した太田・他（1998）
※3 による方法で震度を再計算する。変換された震度をここでは「アンケート震度」と呼ぶことにす

る。 

   震度観測点で観測された震度と、今回実施した観測点近傍でのアンケート調査から得られたアン

ケート震度との比較をおこなった。比較図を図４に示す。 

   東北地方太平洋沖地震の計測震度とアンケート震度の差は±0.5 程度でありよく一致している。長

野県・新潟県県境付近の地震は６点のうち３点は±0.5 以内となっているが、残り３点は 0.5 以上ア

ンケート震度のほうが小さい。また、静岡県東部の地震では、すべての地点でアンケート震度の方

が小さく、２点は 1.0 以上の差がある。 

 
       ※3 太田 裕・小山 真紀・中川 康一（1998） アンケート震度算定法の改訂－高震度領域－, 

自然災害科学 Vol.16, No.4, 307-323. 

 

 

 

図４．アンケート震度と計測震度の比較 


